現地調査記録 by unknown
















　　 　この工業団地は、出入口が 1 カ所であった。そのため、水嵩が 1.0m までは、耐えることができ



















　　 　従業員の離職率が 5% と高い。会社に残ってもらうための教育、インセンティブ（株をあげたり、
給与を上げるなど）を与える、行事を行う等の工夫をしている。
　　 　勤務時間は、8 時間労働で月 26 日勤務（月―土）である。工場は、１日 21 時間稼働している。
そのため、2 シフト（8 時間労働＋残業）制を取っている。なお、残業には別途残業代を支払って







　　 　ASEAN は、AEC が始まると、人、モノ、金の移動が自由になる。タイは、政府レベル、民間
レベルで、域内のビジネスモデルを考えている。
　　 　タイは、5,000km までは、ワンフライトでいけるので、今後、域内中心で、市場が増えるのでは
無いか。また、AEC がはじまるとタイが AEC ゲートウェイになると思われる。
１−２　コンサルタント会社Ｂ（バンコク）：2015 年 2 月 16 日実施
（１）日系企業の進出について
　　 　タイの進出は、2012 年～ 2013 年がラッシュで、現状は、落ち着いている。2014 年前半は止まっ
ていた。しかし、2015 年から BOI 制度が変わり、2014 年までは、BOI の旧制度で恩典が受けられ
るので、10 月以降、駆け込みが増えた。
　　 　タイは、進出のハードルが他国に比べて低い。具体的には、ルールが明確であること。最低資





　　 　サービス業の進出が多い。2 ～ 3 年前は、飲食店の進出が多かった。現在は、落ち着いてきている。
（３）洪水の影響について










2 ～ 3 年前に比べると余裕があり、進出場所が無いわけでは無い。




　　 　現地の従業員は、10 名程度（全社全体として 400 名：インド 25 名、インドネシア 25 名、タイ・
フィリピン各 10 名、その他 5 名程度）である。なお、上記以外に駐在員各 1 名程度が働いている。
（２）海外展開について
　　 　2006 年に中国に進出した。しかし、うまくいかずに閉めて、2007 年にインドに進出した。イン






　　 　タイは、給与格差が大きい。新卒でも能力差により給与格差がある。1.2 ～ 1.8 万バーツが新卒で、
新卒で英語ができるなら 2 万バーツである。
（４）顧客について














30 日あるため欠勤者が多い。皆勤手当てを 1 ヶ月 500 バーツ、2 ヶ月 700 バーツなどとする工夫




　　 　インターナショナルプログラムの学生は、444 人在籍している。そのうち、タイ人は、役 300 人
である。
　　　現在、ASEAN 統合（AEC）に向けた教育プログラムを展開している。
１−５　製造業Ｅ（アユタヤ県）：2015 年 2 月 18 日実施
（１）海外進出の概要




























競合している。販売先は、日系企業が 80％程度である。販売開始から比較して売上高が 2 ～ 3 倍
程度伸びた。しかし、ここにきて頭打ちになってきている。
（４）従業員等について







　　 　労働時間は、8 時～ 17 時 10 分までの１日 8 時間労働で、それ以外に残業がある。一週間の労働







　　 　洪水時には、工場内に水が 1.6m 入って来た。洪水発生後１ヶ月で水が引き、早いところでは 2 ヶ
月、遅いところで 4 ヶ月で復旧させた。
　　 　被害総額は、保険で求償された分を除くと、製品、材料、設備等で 2.0 ～ 2.5 億円くらいである。
（６）優遇税制等について
　　 　優遇税制として、還付制度がある。しかし、還付される時期が遅い。具体的には、2012 年の還
付の話を現在している状況である。法人税は、実効税率 20％程度である。BAT( 付加価値税 ) は、
本来は 10％であるが、7% に優遇されている。
１−６　工業団地運営会社Ｆ（チョンブリ県）：2015 年 2 月 19 日実施
（１）会社と施設の概要



































　　 　タイ工場は、2006 年の設立で現在 9 年目である。資本金は、1 億 3 千万円程度である。タイ工
場の得意先は、自動車メーカーである。













原材料を日本の本社から 5% 程度調達している。販売先は、タイ国内が 7 割（この７割のうち 8 割
が、ある自動車メーカー向けである。）で、海外 3 割（日本の本社向け）である。
（４）従業員について
　　 　日本人の従業員は、3 名であるが、今後は 2 名体制となる予定である。タイ人は、マネージャー
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ない。1 から 3 年間の期間をかけて育てたオペレーターに辞められると困る。よって、人件費は高
いが、仕方なくこの工業団地で生産を続ける。
　　 　また、進出以来、オペレーター教育に力を入れており、質が上がってきている。具体的には、
当初 3 分かかっていた仕事が 1.5 分に短縮できた。
１−８　地方銀行駐在事務所 H（バンコク市）：2015 年 2 月 19 日実施
（１）会社の概要
　　 　当事務所は、2012 年 4 月に開設した。昔も事務所はあったが、アジア通貨危機から一度閉鎖した。
しかし、2000 年初頭から企業が進出してきたため、新たに開設した。
　　 　職員は、所長 1 名、代理 2 名、現地スタッフ 3 名の計 6 名である。日本人の従業員 1 名に対し





















　　 　BOI 制度が 1 月から変わった。具体的には、付加価値の高い製品を作る製造業者を優遇するよ
うになった。そのため、今後、産業構造が変わると思われる。
１−９　会計監査法人事務所Ｉ（バンコク市）：2015 年 2 月 19 日実施
（１）事務所の概要
　　 　この事務所では、ASEAN を包括的に管理している。主に日系企業を対象に、監査 6 割、税務 2
割、アドバイザリー（コンサルタント業務）2 割の割合で業務を行っている。案件は、Jsox 監査、
内部統制監査、従業員教育（特に不正防止策）に対するアドバイザリーが多い。この事務所の顧















　　 　具体的には、カンボジアの小売市場は 2012 年の 49 億 USD から 2020 年の 107 億 USD に成長
する見込みである。また、カンボジア全国の月間世帯収入が 800USD 以上の世帯が 3%、400USD
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～ 799USD の世帯は 9% にとどまるが、首都プノンペン中心部から 1km 商圏では月間世帯収入
800USD 以上が 75%、同 5km 商圏では、400USD 以上の世帯が 78% とカンボジア中心部の成長が
著しいことが明らかとなった。
２−２　大学Ｊ（プノンペン市）：2015 年 3 月 26 日実施
　　 　大学Ｂ共催のシンポジウムにおいて、「Growth in East Asia」のテーマで、2 セッションで 5 つ
の報告がなされた。
　　　Session I: Virtually Borderless Market in Greater Mekong Subregion
　　　　Topic 1：Intra- Regional Trade and Border Development in GMS
　　　　Topic 2 ：Effects of Cambodia-Thailand Cross-Border Labor Migration on Poverty
　　　Session II: Labor practice, customs and economy urged by circumstances
　　　　Topic 3：Impacts of Cambodia's Tariff Elimination on Household Welfare and Labor Market
　　　　Topic 4：TPP and Negotiation Issues
３．ベトナムの現地調査記録














































　　 　現地スタッフは 10 名である。40 歳を超えると途中でやめる人が少ない。しかし、20 代は多い
傾向がみられる。
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　　 　従業員は、日本人 2 名、管理スタッフ 90 名である。組み立てのトレーニングはしている。
　　 　なお、工場設立当初は、毎月 1 回社員の誕生会をしていた。また、冠婚葬祭は、必ず行くよう
にしている。昼ご飯も一緒に同じ食事をとるようにしている。言葉も自分の言葉でできるように
ベトナム語を使うようにしている。







ている。なお、原材料は、現地調達が 40% で、日本からの調達が 60% である。
（３）授業員数と教育
　　　従業員は 16 名である。最低賃金を、昨年度 7%、今年度 10% あげた。
　　　従業員教育では、半田付けの教育を自社で行っている。
　　 　なお、日本からの研修生を受け入れた場合の人件費は、ワーカーの人件費の 3 分になるため、
現在は、日本での研修を終えた人の雇用はしていない。





　　 　従業員は、300 名弱である。内訳は、日本人 3 名（常駐）、管理業務 25 名、ワーカー 250 名、期
間工 50 名程度である。
　　 　勤務時間は、2 シフトである。工場の稼働時間は、5:00 ～ 22:00 である。
　　 　なお、入社して 3 年以上いる人はやめない。やめる人の多くは、入社 1 年目から 2 年目の人である。
退職の理由は、給与が安いことである。定着率を高めるために、ここでは、福利厚生に力を入れ
ている。具体的には、他の工場より価格を高く設定し、おいしい社食を提供している。
